
○ 労働者の遵守事項における副業・兼業に関する規定（「許可なく他の会社等の業務に従事 
 しないこと」）を削除のうえ、以下の規定を新設する。  

モデル就業規則改定（案）（副業・兼業部分） 

 

  （副業・兼業） 
第65条 労働者は、勤務時間外において、他の会社等の業務に従事することができる。 
 

２ 労働者は、前項の業務に従事するにあたっては、事前に、会社に所定の届出を行う 
 ものとする。 
 

３ 第１項の業務が次の各号のいずれかに該当する場合には、会社は、これを禁止又は 
 制限することができる。 
 ① 労務提供上の支障がある場合 
 ② 企業秘密が漏洩する場合 
 ③ 会社の名誉や信用を損なう行為や、信頼関係を破壊する行為がある場合 
 ④ 競業により、会社の利益を害する場合 

改定案 

（別添４） 

※解説部分に記載する事項のイメージ 
 

 ・労働者の副業・兼業を認めるか、就業規則にどう規定するかは、労使間で十分に検討する必要があること 
 ・届出を必要とする趣旨（自社、副業・兼業先両方で雇用されている場合には、労働時間通算に関する規定 
  （労働基準法第38条、通達））が適用されること等） 
 ・副業・兼業に関する裁判例 
 ・長時間労働など労働者の健康に影響が生じるおそれがある場合は、①に含まれると考えられること 
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○ 常時10人以上の従業員を使用する使用者は、労働基準法第89条の規定により、就業規則を作成し、所轄の労働 
 基準監督署長に届け出なければならないとされている（就業規則を変更する場合も同様に、所轄の労働基準監督 
 署長に届出が必要）。  
○ 各事業場における就業規則の作成・届出の参考とするため、就業規則の規程例や解説（＝モデル就業規則）を 
 厚生労働省ホームページにおいて掲載。 

 
 （遵守事項） 
第11条 労働者は、以下の事項を守らなければならない。 
 ① 許可なく職務以外の目的で会社の施設、物品等を使用しないこと。 
 ② 職務に関連して自己の利益を図り、又は他より不当に金品を借用し、若しくは贈与を受ける等不正な行為を 
  行わないこと。 
 ③ 勤務中は職務に専念し、正当な理由なく勤務場所を離れないこと。  
 ④ 会社の名誉や信用を損なう行為をしないこと。 
 ⑤ 在職中及び退職後においても、業務上知り得た会社、取引先等の機密を漏洩しないこと。 
 ⑥ 許可なく他の会社等の業務に従事しないこと。 
 ⑦ 酒気を帯びて就業しないこと。 
 ⑧ その他労働者としてふさわしくない行為をしないこと。 
 
 （懲戒の事由） 
第62条 労働者が次のいずれかに該当するときは、情状に応じ、けん責、減給又は出勤停止とする。 
 ①～⑥ （略） 
 ⑦ 第11条、第13条、第14条に違反したとき。 
 ⑧ （略） 
２ （略） 
 

（参考）モデル就業規則について 

モデル就業規則 

副業・兼業の規定 
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